
 

「中央区基本計画 2023（仮称）」中間のまとめについて 

 

１ 策定の概要 

 （１）趣旨 

中央区基本構想に掲げた将来像の実現に向けて、施策のみちすじに基づいた取組

を総合的かつ計画的に展開していくため、中央区基本計画 2018の策定以降に生じた

社会状況等の変化を踏まえ、令和５（2023）年度を計画の初年度として、今後 10年

間を見据えた具体的な施策や取組内容を示す新たな計画「中央区基本計画 2023（仮

称）」を策定する。 

 

 

■計画の期間 

令和５（2023）年度から令和 14（2032）年度までの 10 年間とし、令和５（2023）年度から令和

９（2027）年度までの５カ年を「前期」、令和 10（2028）年度から令和 14（2032）年度までの５カ

年を「後期」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ スケジュール（予定） 

 （１）パブリックコメントの実施 

令和４年１１月２１日から令和４年１２月２０日まで 

 （２）中央区基本計画 2023（仮称）の策定 

    令和５年２月 

資料５ 

※計画期間中に社会経済情勢の変化や行財政制度の変更が生じた場合などは必要に応じて見直しを行う 
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第２章 

 

中央区の現状 
 

 

１ 中央区の概要 

２ 中央区を取り巻く社会状況等の変化 
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２ 中央区を取り巻く社会状況等の変化 

令和２（2020）年１月に国内で初めて新型コロナウイルス感染症の陽性者が確認されて以降、

東京においても四度にわたり緊急事態宣言が発出されるなど、日常生活のあらゆる場面で深刻な

影響が生じ、社会・経済活動も長く停滞しました。 

東京 2020大会をはじめ、規模の大小を問わず多くのイベントが中止や延期となっただけでな

く、学校・保育園等では一斉臨時休業・登園自粛も行われるなど、幅広い分野に大きな影響があ

りました。また、高齢者施設、障害者施設等での集団感染や感染者増加に伴う病床逼迫は、医療

崩壊への深刻な懸念を生じさせました。 

国内での外出自粛・移動制限に加え、度重なる入国制限により平成 30（2018）年まで８年連

続で過去最高を更新してきたインバウンドも大きく減少しました。飲食業、小売業、宿泊業など

の第三次産業中心の本区経済にとって来街者の減少は特に深刻な影響を及ぼしており、人流が戻

りつつある現在においても、地域経済はいまだ回復途上にあります。 

コロナ禍に開催された東京 2020大会では、年齢、国籍、性自認や性的指向、障害の有無等に

かかわらず、誰もが互いに認め合う「多様性と調和」が主要なテーマとして掲げられました。ジ

ェンダー平等やインクルーシブ教育への理解も広がりを見せつつあり、本区においても大会レガ

シーである多様性を尊重した社会づくりに向けた取組が求められています。 

また、社会のデジタル化もコロナを機に大きく進展しました。オンラインでのコミュニケーシ

ョンが日常的に行われ、キャッシュレス決済やネットショッピング、宅配サービスの利用も急拡

大しています。学校や職場でも、非対面環境への対応に向けデジタルデバイス・デジタルツール

の導入や活用が進み、テレワークやＷＥＢ会議、オンライン授業などが定着しています。 

こうした状況の中、国も、コロナ禍からの社会・経済復興に向けて、「経済財政運営と改革の

基本方針 2022（骨太の方針）」（令和４（2022）年６月閣議決定）において、スタートアップ

（新規創業）への投資、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）への投資など様々な方針を

打ち出しており、ポストコロナを見据えた取組が加速しています。 

 

（１）子ども・高齢者・障害者を取り巻く環境の変化  

全国的に少子化が進行する中、児童虐待や小・中学校における不登校の発生率は過去最多を記

録するなど、子どもを取り巻く状況が深刻化しています。こうした中、政府は令和５（2023）年

４月にこども家庭庁の設置を予定するなど、「こどもまんなか社会」の実現に向けた方向性を打

ち出しています。行政の果たすべき役割として、子どもや家庭が抱える様々な課題を、子ども目

線でとらえ直し、制度や組織の垣根を越えて包括的に支援していくことが求められています。 

学校教育の現場では、令和元（2019）年 12月に文部科学省が発表したＧＩＧＡスクール構想

の前倒しにより、児童・生徒１人１台のタブレット端末配備と高速通信ネットワークの整備が始

まったほか、令和３（2021）年には、公立小学校の１学級当たりの上限を 35人とする公立義務

教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（昭和 33年法律第 116号）の改正が

行われました。こうした状況に加え、本区においては急激な人口増加に伴い児童・生徒数が増加
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しており、教室の不足による改修など必要な学校施設への対応が求められていることから、学校

インフラの着実な整備が重要です。 

待機児童対策としては、全国的に保育所整備が進み待機児童は減少傾向にあり、本区において

も令和４（2022）年４月に待機児童ゼロを達成しました。一方、近年の急激な児童人口の増加に

伴い学童クラブのニーズが増大しており、児童が放課後などを安全・安心に過ごすことができる

居場所づくりが喫緊の課題となっています。 

子どもを誰一人取り残さず、健やかな成長を社会全体で後押しするために、子どもや保護者の

視点に立ち、区と関係する機関や団体が密接にネットワークを形成し、支援に取り組んでいく必

要があります。 

一方、わが国では、諸外国に例をみないスピードで高齢化が進行しており、団塊の世代が 75

歳以上となる 2025年以降は、医療や介護の需要がさらに増加することが見込まれています。認

知症高齢者のさらなる増加も想定され、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮ら

しを人生の最期まで続けることができるよう、住まい・医療・介護などが一体的に提供される

「地域包括ケアシステム」の構築に向けた取組が、各自治体で進められています。 

本区においては、高齢化率が国や都の水準を下回っているものの、近年の人口増加に伴い高齢

者数の増加が続くことが想定されます。地域のさまざまな担い手や関係機関との連携のもと、健

康寿命の延伸に向けた取組や、「共生」と「予防」を両輪とした認知症施策等を積極的に展開し

ながら、中央区スタイルの「地域包括ケアシステム」をさらに深化させ、「健康づくり（介護予

防）」・「生活支援」・「認知症ケア」・「医療」・「介護」・「住まい」の６つの視点からそ

れぞれの施策を実施していく必要があります。 

こうした地域包括ケアシステムの考え方は、制度や分野を超えた共通の考え方として普遍化す

る動きが進んでいます。 

令和元（2019）年度中央区障害者（児）実態調査では、今後の暮らし方について、多くの障害

者が「家族と一緒に暮らしたい」と希望していることから、住み慣れた地域で一人一人のニーズ

に応じた適切な支援が受けられるよう、日常生活や社会生活を支えるサービスや相談支援体制の

充実を図るとともに、サービスの充実にあたっては、質の確保・向上を図っていく必要がありま

す。また、自身の高齢化や親が亡くなった後の生活に対する不安を抱える方も多くいます。 

さまざまな課題を抱える障害者が地域で安心して暮らしていけるよう、「地域共生社会」の実

現に向け、居住支援機能を兼ね備えた地域生活支援拠点等の充実や地域包括ケアシステムの構築

など、関係機関や障害福祉サービス事業者等との連携を一層強化し、障害の重度化・高齢化や

「親亡き後」を見据えた適切な支援を行っていく必要があります。 

 

（２）脱炭素・気候変動                                    

気候変動問題は、世界中全ての人々や生態系に深刻な影響を与える「気候危機」とも言われて

います。日本国内でも、記録的な豪雨や猛暑など気象災害が頻発し、生活や社会経済に甚大な影

響を及ぼしており、この「気候危機」に対して、国を挙げた実効性のある対策が急務となってい

ます。 
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こうした中、平成 27（2015）年 12月第 21回国連気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ21）

におけるパリ協定の採択以降、世界的に気候変動問題への取組が加速しています。我が国におい

ても、令和２（2020）年 10月に「2050年カーボンニュートラル」が宣言され、ＥＳＧ投資等の

金融戦略、再生可能エネルギーの普及拡大、大量生産・大量消費型の経済社会活動の見直しに向

けた政策等、各種対策が具体化しています。本区では、令和３（2021）年３月に「ゼロカーボン

シティ中央区宣言」を行い、家庭や事業所における省エネルギー化や３Ｒ運動等に取り組みなが

ら、自治体における脱炭素社会の実現に向けた取組を率先して行っていくこととしています。 

 気候変動問題を解決するためには、日常生活から企業活動に至るまで、社会経済のあらゆる場

面における１つ１つの取組が重要となります。単に環境政策にとどまらず、科学技術、産業、金

融、防災等、幅広い視点から、区民、事業者、自治体等それぞれの主体が関わり、分野横断的に

対応していくことが求められています。 

 

（３）ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）                                 

 デジタル技術の活用は、生活のさまざまな分野での変革を急速に促しています。企業における

テレワーク導入率は、令和３年８月末時点で 51.9％と、令和元年の 20.2％から大きく増加※１し

ており、働き方に大きな変化をもたらしました。また、オンラインを活用した教育を受けた小・

中学生が 23区で 69.2％※１となり、令和６（2024）年からは学習用デジタル教科書の一部導入が

予定されているなど、新たな学びのスタイルも着実に浸透してきています。 

健康管理や医療分野においても、データヘルス改革に関する閣議決定（令和２年７月）に基づ

き、ＰＨＲ(Personal Health Record)を活用した医療・介護分野におけるデータ利活用やオンラ

イン化を加速する取組が進められています。 

加えて、デジタル技術を活用した組織全体の効率化・サービスの拡充等を進めるための変革で

あるＤＸ(デジタル・トランスフォーメーション)に取り組む企業が増加しており、特に東京 23

区に本社がある企業 5,222 社のうち、令和２年度までにＤＸに取り組んでいる企業が 37.2%※２に

達しているなど、東京 23区にはＤＸに積極的な企業が集積しています。 

自治体におけるＤＸも、自治体ＤＸ推進計画（令和２年 12月総務省公表）の中で、業務シス

テムの標準化やオンライン申請の拡大など、デジタル技術を活用した行政サービスの拡充が示さ

れています。本区においては、令和３年３月に「中央区情報化基本方針」を策定し、キャッシュ

レス決済の整備・電子決裁の導入・オンライン申請の拡充等のアクションプランを定めており、

今後、区民サービスの向上と、より効率的な行政サービスの実現への取組が求められています。 

 

 

 

 

（４）区内で進む都市基盤整備    

本区では、持続可能な都市基盤を整備するためのさまざまな構想や計画が進展しています。 

都心・臨海地下鉄新線は、大幅な人口増加が見込まれる晴海地区を中心とする鉄道不便地域を

縮小するとともに、既存駅周辺の混雑を緩和し、都心や臨海部のアクセス利便性を向上させるな

※１ 総務省 「情報通信白書（令和４(2022)年版）」より 

※２ 総務省 「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査報告書（令和３(2021)年３月）」より 

中核市未満に本社がある企業では11.9% 
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ど、東京の持続的な成長をけん引するもので、令和３（2021）年９月には都により「都心部・臨

海地域地下鉄構想事業計画検討会」が設置され事業化に向けて具体的な検討が進められていま

す。 

また、首都高速道路日本橋区間の地下化事業では、周辺のまちづくりと連携して、令和 22

（2040）年度に名橋「日本橋」上空の高架橋の撤去が完了する予定であり、この地下化事業に伴

って、新たな都心環状ルートとなる新京橋連結路（地下）の整備や、都心環状線築地川区間と高

速晴海線の計画見直しの方向性が示されました。 

こうした中、都は、新京橋連結路（地下）の整備により、東京高速道路（ＫＫ線）における自

動車専用の道路としての役割が大きく低下することを踏まえ、令和３（2021）年３月に策定した

「東京高速道路（ＫＫ線）再生方針」において、ＫＫ線上部空間を歩行者中心の公共的空間とし

て再生・活用することを示し、事業化に向けて関係者との検討・調整を行っていくこととしてい

ます。 

本区においては、今後進展する東京駅前の地下バスターミナルの整備、日本橋川沿いの魅力的

な水辺空間の整備や築地市場跡地の開発などの機会もとらえ、さまざまな歩行者ネットワークや

水辺環境の活用に関する取組を推進していきます。 

このような都市基盤の整備は、都市としての魅力や活力を高める機能の一層の集積や来街者の

増加など、本区のさらなる発展に貢献するものであり、都をはじめとする関係行政機関や関連事

業者などと緊密な連携を図ることで、周辺のまちづくりやにぎわいの醸成などもあわせて推進し

ていくことが必要です。 

  

①日本橋川沿いのまちづくり 

本区では、江戸五街道の起点である名橋「日本橋」を中心として、首都高速道路の移転撤去と

日本橋川の再生に向けて、地元、国、都や関連開発事業者等と連携し、日本橋川沿いのまちづく

りに取り組んできました。 

現在は、５つの地区において市街地再開発事業が順次都市計画決定されており、一部事業認可

や工事着手などの進展が見られます。また、首都高速道路日本橋区間地下化事業は、令和２

（2020）年４月に事業認可され、令和 22（2040）年度までの日本橋上空の高架橋撤去に向けた

工事が着実に進められています。 

今後は、複数の市街地再開発事業や首都高速道路日本橋区間地下化事業等が、連続的かつ長期

的に進行していくため、地元をはじめ、国、都や関連事業者等と連携し、工事期間中のにぎわい

創出を図りつつ、日本橋川の再生と魅力的で一体的な水辺空間の整備を推進していきます。 
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②築地のまちづくり                           

築地のまちづくりは、築地市場跡地の開発が生み出す「交流」により、築地の歴史性と、食・

文化・自然・医療・情報発信など特色ある地域資源とが調和・連携し、周辺地域と一体的に発展

していくこと、都心を支える広域的な交通結節点となる交通基盤等を整備することが重要です。 

都は、『水と緑に囲まれ、世界中から多様な人々を出迎え、交流により、新しい文化を創造・

発信する拠点』をコンセプトに、築地市場跡地における事業の具体的な条件等を示す「築地地区

まちづくり事業 事業実施方針」を令和４（2022）年３月に策定、公表しました。 

本区としては、今後、都をはじめとする関係機関や、令和５（2023）年度中に選定される事業

者と、迅速なまちづくりの実現や、周辺地域とのつながりに配慮した調和のとれたまちづくりの

実現等に向けた調整を行う必要があり、引き続き、築地の活気とにぎわいの継承・発展に資する

取組を地元とともに推進していきます。 

 

➂晴海地区のまちづくり  

大会で使用された晴海の選手村は、住宅や商業施設等への改修および小・中学校や特別出張所

等の公共施設の整備が進んでおり、新たなまちに生まれ変わります。5,000戸以上の住宅が整備

され、約 12,000人もの入居者が見込まれることから、まちびらきにあわせて、マルチモビリテ

ィステーションの整備やＢＲＴの本格運行開始など交通需要の増加への対応が進められていま

す。さらに将来的には、都心・臨海地下鉄新線の事業化も期待されています。 

選手村跡地だけでなく、晴海地区全体で「将来、世界をリードする魅力あるまち」の実現に向

け、水素エネルギーの活用も含めたさまざまな都市基盤の整備とともに、コミュニティの醸成な

ど住民や関係機関との緊密な連携が求められています。 

特に、コミュニティの醸成については、これまで住民や町会・自治会、企業などによる主体的

な地域活動が行われてきた中で、まちびらきを契機として、各主体が連携した取組をより一層充

実するなど、それぞれの関係者がつながることが重要です。 

令和５（2023）年 10月、地域における自主的な交流を促進するとともに、地域課題を解決す

るため、温浴プラザ「ほっとプラザはるみ」をリニューアルし、地域住民や地元企業等が連携し

て行う地域活動の総合的拠点となる「晴海地域交流センター」を開設します。この施設を地域コ

ミュニティの核として、今後の地域活動がさらに活発になることが期待されています。 
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■本区を支える都市基盤整備の将来イメージ 

 

 

■新たな地下鉄ネットワーク

沿線開発事業と連携した駅づくりにより、
さらなるにぎわいを創出

臨海部から都心部への
アクセス性を改善

鉄道不便地域を解消し、
利便性を向上

秋葉原、つくばへ

有明、羽田空港へ

つくばから羽田空港までの
ネットワーク化を図ることで、
国際競争力を強化

凡例 都心・臨海地下鉄新線のルート

開発事業と連携して
駅が整備されるエリア

～本区の基幹的な交通基盤として『都心・臨海地下鉄新線』が整備され、
東京の持続的な成長を牽引します～

都市基盤整備と連携して
まちづくりが進むエリア

幹線道路等

地下鉄線形
(既存)

地下鉄駅
(既存)
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■新たな高速道路ネットワーク

新たな都心環状ルートとして
新京橋連結路（地下）を整備

周辺のまちづくりとの連携により、
首都高速道路日本橋区間を地下化

湾岸線方面へ

竹橋ＪＣＴ方面へ

首都高速道路築地川区間の大規模更新
にあわせた道路線形の改良等

高速晴海線を延伸し、新京橋連結路（地下）と連
携したネットワークを形成

交通が集中する江戸橋・
箱崎JCT周辺の渋滞を緩和

凡例 新たな高速道路ルート

廃止される高速道路ルート

その他の高速道路ルート

～都心と臨海部との新たな相互アクセスが形成され、
更なる交通の円滑化が図られます～

地下鉄線形
(既存)

地下鉄駅
(既存)

都市基盤整備と連携して
まちづくりが進むエリア

幹線道路等
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■将来の主な歩行者ネットワーク

築地市場跡地開発を契機として、
周辺地域と連携した「交流」を創出

特色ある街路整備や
公園等の再整備

様々なひとを呼び込む、
回遊性の高い安全で快適な
国際都市東京の玄関口の形成

船着場や川沿いのテラスなど
水辺のにぎわい拠点施設の
整備促進

魅力ある水辺空間をいかした
快適なウォーターフロント・
プロムナードの形成

日本橋川に光が降り注ぎ、
親水性の高い魅力的な
水辺空間の形成

KK線や首都高速道路の上部
空間の活用により、みどりの
プロムナードを創出

凡例

公園・緑地

水辺の
歩行者ネットワーク

その他の
歩行者ネットワーク

船着場

～都市基盤整備などの機会をいかし、水辺やみどりなど、
様々な歩行者ネットワークが強化・形成されます～

幹線道路等

地下鉄線形
(既存)

地下鉄駅
(既存)

都市基盤整備と連携して
まちづくりが進むエリア

みどりの
歩行者ネットワーク
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第４章 

 

10年後の中央区のイメージ 
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まちづくりの視点02 快適で安全な生活を送るための都市環境が整備されたまち

・災害・犯罪に強くいつまでも住み続けることができます
・水とみどりあふれる豊かな環境を未来へつなげていきます
・魅力ある都市機能と地域の文化を世界に発信しています

首都高上部空間（築地川
区間）の活用やＫＫ線再
生など、銀座と築地をつ
なぐプロムナード構想が
進んでいます

東京駅前の地下バスターミ
ナルが整備され、周辺地域
とつながる歩行者ネット
ワークの強化に向けた取組
が進んでいます

首都高地下化や魅力的
で一体的な水辺空間の
形成に向けた取組が進
んでいます

築地市場跡地の開発によ
り築地場外市場など周辺
エリアと調和のとれた新
たなにぎわいが創出され
ています

区内の随所
に歴史を感
じることが
できる緑道
を整備

水辺空間を活
用し、水とみ
どりの回遊性
が高められて
います

地下鉄新線の
整備に向けた
動きが加速し
ています

【築地市場跡地
の開発】

【バスター
ミナル
の整備】

【日本橋川の再生】

区内で進む
主な都市活性
プロジェクト

船着場

晴海エリア

築地エリア

東京駅前エリア

日本橋川沿いエリア

東京駅前の歩行者
ネットワークの強化

ＢＲＴ
の運行

東京2020大会
選手村跡地の
まちびらき

晴海版プロアクティブ・
コミュニティの確立

様々な世代の地域住民等
が地域課題の解決や活発
な地域活動に取り組んで
います

船着場

船着場

【銀座と築地をつなぐ
新たな都市空間の創出】

【ＫＫ線上部空間活用に
よる歩行空間の創出】
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・在宅避難や高層住宅防災対策、帰宅困難者対策など地
域特性に応じた取組を積極的に推進

・幅広い世代が、防災拠点の運営や訓練に参加する環境
づくりを進め、地域防災の担い手の育成を支援

・防犯カメラの整備や自主的な地域見守り活動の支援
などを通じ、地域ぐるみの防犯力を強化

・区民一人一人が「かしこい消費者」となるために必要
な消費生活に関する情報発信・相談体制を強化

地域の防災力・防犯力が向上している

・船が身近な交通手段となるよう、都内随一の水辺空間を
いかした舟運ルートを開設

・自然環境や周辺環境に配慮した水辺整備を進め、水辺の
回遊性を向上し、にぎわいも創出

豊かな水辺環境が最大限に活用され、魅力的な空間が創出
されている

・制度改正などによる建物建築におけるＺＥＢ化・ＺＥ
Ｈ化の取組の徹底

・「中央区の森」の拡大と、自治体間の垣根を越えた広
域的な取組を通じてカーボンオフセットを推進

・新たなエコアクト等により、省エネ活動の輪を拡大

脱炭素に向けた取組が加速している

・銀座と築地をつなぐ都心に開かれた緑化空間など多様な
ライフスタイルを支える新たなアメニティ空間を創出

・道路の利活用等に関する支援を行うことで、東京駅前地
区での歩行者ネットワークを強化

・街路樹や緑道を整備し、歴史文化拠点がつながることで
回遊したくなる豊かでやすらぎのある都心環境を実現

みどり豊かで回遊性の高い歩行者ネットワークが整備され
ている

・日本橋川沿い、東京駅前、築地、晴海の各エリア等では、
都市基盤の整備と開発事業等と連携して、都市の活性化
に向けた取組を推進

・各エリア全体の工事期間中を含めたにぎわいの創出や地
域コミュニティの醸成等の取組を推進

将来の本区を形づくる都市活性プロジェクトが活発に進ん
でいる

・都心部と臨海部を結ぶ地下鉄新線の早期事業化へ
向けた取組を加速

・コミュニティバスルートを見直し、ＢＲＴ等の他の交
通手段との乗り継ぎ利便性や晴海地区における交通利
便性を向上

・大型バスや荷捌き車両の路上駐車への対応など、地域
特性を踏まえた総合的な駐車対策により、歩行者を中
心とした快適な交通環境を確保

公共交通等の整備が進み、快適な移動が実現している

基本政策４
基本政策５
基本政策６
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第５章 

 

リーディングプロジェクト 
 

 

１ リーディングプロジェクトとは 

２ 各プロジェクトの詳細 
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１ リーディングプロジェクトとは 

  

本区を取り巻く環境や社会状況の変化を踏まえ、基本構想で掲げる将来像の実現に向けて政策

横断的に取り組むべき施策について、４つの「リーディングプロジェクト」に整理し、「中央区

セントラルパーク構想」として施策展開していきます。 

リーディングプロジェクトは、基本政策の取組からそれぞれのテーマに沿って選定・構成され

ており、基本計画全体を先導していく役割を担います。 

各プロジェクトには達成度の目安となる指標を設定するとともに、行政評価を通じた進行管理

を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
中央区セントラルパーク構想  ～人と水とみどりの森～ 

 
東京の中心（セントラル）に位置し、歴史的にも日本の経済・文化の要となってきた本区が、 

さらに魅力を高め続けられるよう、区内全域を、やすらぎ・交流・にぎわいの場（パーク） 

として位置づけ、環境、都市づくり、地域コミュニティ、経済・文化の４つの視点から、 

まちもつながる、ひともつながる政策を展開します。 

 

・環境にやさしい、持続可能なまちを未来の子どもたちへとつないでいきます 

・移動自体を楽しめる仕組みをつくり、水とみどりにあふれる憩いのまちにしていきます 

・人々が自然と集まり、交流が生まれ、助け合えるコミュニティを作り上げていきます 

・伝統を守りながらも新たな価値の創造を支援し、新たなにぎわいを創出していきます 
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２ 各プロジェクトの詳細 

01 ゼロカーボンシティプロジェクト             
未来の子供たちへ持続可能なまちをつなげていくためにも、都心区の特性を踏まえ、カー

ボンニュートラルの実現に向けたあらゆる取組を推進していきます 

 

02 水とみどりプロジェクト              
移動自体を楽しめるような、誰もが自然と回遊したくなる仕組みづくりをすすめ、水とみ

どりにあふれる、やすらぎと憩いのまちを目指して取組を進めていきます 

 

03 コミュニティ活性化プロジェクト               
地域コミュニティが多様な担い手により支えられ、各コミュニティにおける取組やイベン

トが活発に行われる中で自然と交流が生まれる、災害時はもちろん、常日頃から住民同士が

助け合えるまちづくりを進めていきます 

 

04 経済活性化・文化振興プロジェクト              
本区ならではの伝統と文化を守るとともに、新たな価値の創造も積極的に支援すること

で、区内の産業や観光に新たなにぎわいを創出し、誰もが訪れたい、働きたいと思えるまち

を実現します 

 

本計画とリーディングプロジェクトの関係図 
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02 水とみどりプロジェクト 
  移動自体を楽しめるような、誰もが自然と回遊したくなる仕組みづくりをすすめ、水と 

みどりにあふれる、やすらぎと憩いのまちを目指して取組を進めていきます。 

 

関連するＳＤＧｓ                     

 

 

 

 

このプロジェクトを先導する取組           

都内随一の水辺空間をいかして舟運を活性化し、船を新たな移動手段にします 

取組名：水上交通の活性化促進 

新たな舟運の整備 

隅田川や日本橋川、朝潮運河など、都内随一の水辺空間を有する本区にふさわしい舟運ルート 

を、都や舟運事業者と連携して開設し、船を観光資源としてだけでなく、新たな移動手段とし 

て定着させる 

 

プロジェクトを構成する他の取組             

・水辺環境の整備  

・都市を活性化する基盤整備 

・みどりや文化財を活用した楽しめる回遊空間の創出 他 

 

達成度の目安となる指標(ＫＰＩ)     *具体的な数値については調整中     

①船着場利用回数        

②みどり率         

（緑被率+河川等の水面が占める割合+公園内で樹木等の緑で覆われていない面積の割合） 

うち、緑被率        

③区内のみどりが増えたと感じる区民の割合            

④みどりを感じる歩行空間の整備延長     

⑤区内の水とみどりを楽しみながらウォーキングしたことがある区民の割合 
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ここ５年間の変化・本区の現状                                         

本区の緑被面積は調査開始以降増加を続けているものの、都心区である立地特性などから、他 

自治体と比べてその割合は決して高くはありません。一方で、区の面積に占める水面の割合は

23 区で最も高く、豊かな水辺を有するまちとして発展してきました。 

交通インフラも発達しており、鉄道は区内に３事業者 11路線が乗り入れ、道路は区面積の約 

３割を占めるなど、23区でも有数の高い交通利便性を誇っています。 

こうしたオープンスペースや都市基盤の充実は、利便性や快適性はもちろん、防災・減災や区 

民の健康増進といった点を含め、様々な側面から暮らしやすい地域づくりに寄与しています。 

もっとも、区内には一部アクセスに課題のあるエリアも存在しており、都心・臨海地下鉄新線 

の早期事業化に向けた取組やＢＲＴ等の充実はもとより、市街地や水辺空間の整備とあわせて

水上交通の活性化を図るなど、新たな交通手段についても検討する必要があります。 

また、自転車や歩行者の回遊性を高めていく動きが、区内の再開発の機会も捉えて本格化しよ 

うとしています。特に、水辺環境が連続性をもって整備されることで、区内全域での回遊性向

上が見込まれます。 

都市機能が集中する中においても、人々が水やみどりの豊かさを実感でき、移動自体を楽しみ 

ながら、自然と回遊したくなる仕組みづくりが求められています。 

参考データ                              

・船着場利用回数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

構成する主な取組              

●（１）水上交通の活性化促進 6-1⒀ 

新たな舟運の整備 

隅田川や日本橋川、朝潮運河など、都内随一の水辺空間を有する本区にふさわしい舟運ルー

トを、都や舟運事業者と連携して開設し、船を観光資源としてだけでなく、区民の新たな移動

手段として定着させる 

 

〇（２）水辺環境の整備 5-1⑺ 

誰もが快適に水辺の散策を楽しむことができる環境の整備 

・区の施策として「公園・緑地・水辺」が重要であると考え 

る人の割合の推移 

出典：区政世論調査（令和４年） 

・過去１年間にウォーキングを行ったことのある区民の割合の推移 

出典：区政世論調査（令和４年） 

出典：中央区資料 
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朝潮運河沿いや隅田川テラス等に自然環境や周辺景観との調和にも配慮した水辺空間を創

出。水辺の遊歩道を連続化し回遊性を高めるとともに、大規模開発等の機会をとらえ、水辺の

魅力を存分にいかしたまちづくりを推進 
 

〇（３）都市を活性化する基盤整備 5-1⑷ 6-2⑶ 6-2⑺ 

交通インフラ整備や再開発を契機とした水とみどりのネットワークの形成 

東京高速道路（ＫＫ線）再生方針や築地川アメニティ整備構想の連携による銀座・築地周辺みど

りのプロムナード構想の実現など、区内の大規模都市基盤整備の機会をとらえ広域的な水とみどり

のネットワークを形成 
 

〇（４）みどりや文化財を活用した楽しめる回遊空間の創出 5-1⑶ 9-2⑸ 

区民文化財の指定・登録や既存文化財の充実 

区内に存在する歴史・文化遺産について、区民文化財の指定・登録や文化財説明板の設置を

すすめるとともに、周辺を緑化するなどの環境を整備することで、区民や来街者が区の歴史・

文化に気軽に触れ、みどりも楽しみながら街を回遊することができる空間を創出 

 

・（５）アクセシブルツーリズムの推進 7-3⑷ 

障害の有無や年齢にかかわらず、すべての人が移動やコミュニケーションにおける困難さを克

服し、安全・安心に区内観光を楽しむことができるアクセシブルツーリズムの推進 

 

・（６）災害対策用物資・防災設備の充実および救援物資調達体制の強化 4-1⑶ 

防災船着き場の整備による救援物資の調達体制の拡充など、水路を活用した災害対応力を強化 

 

・（７）ゼロカーボン機運の醸成  4-1⒂ 5-2⑴ 8-1⑴ 

幼少期からの環境教育の実施やＳＤＧｓをテーマとした消費生活展などを通じた水辺環境や環

境保全への理解促進 
 

・（８）健康づくり・生活習慣病予防 1-1⑼ 2-3⑵  

区内の歴史的なスポットや水とみどりを楽しみながら歩ける健康ウォーキングマップを活用し

たさらなる健康づくりの推進 

 

・（９）子どもたちが自然に触れる機会の確保 2-1⑴ 8-1⑷  

保育園におけるバスさんぽ、小中学校における林間学校や移動教室、学校内でのビオトープ、

自然菜園など、幼少期から水やみどりといった自然に親しむ機会を確保 

 

・（10）共生に向けた取組の推進 1-2⑸ 3-1⑸ 5-1⑼ 

飼い主のいない猫の保護・譲渡活動への支援やペット適正飼養の普及啓発、受動喫煙防止対策

などを通じた生活環境の向上及び花と苗木の即売会などを通じた区民が緑や草花に囲まれた環

境づくりの推進  
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第７章 

 

９つの基本政策 

 

 
 

 

１ すべての人々が健康で安心して暮らせるまち 

２ 誰もがいきいきと笑顔で暮らせるまち 

３ 互いに尊重しあって心豊かに暮らせるまち 

４ 災害・犯罪に強くいつまでも住み続けられるまち 

５ 水とみどりあふれる豊かな環境を未来へつなぐまち 

６ 魅力ある都市機能と地域の文化を世界に発信するまち 

７ 多彩な産業が地域に活力を与え、多様な人が集いにぎわうまち 

８ 豊かな学びにあふれ健やかな体を育むまち 

９ 人々のつながりが広がる文化の香りと平和に包まれたまち 
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【掲載データの考え方】 

・属性の記載がないものについては、中央区に関する情報を記載しています。 

・他自治体や国など、本区以外の属性に関する情報が記載されている場合は、 

その旨記載しています。 

・構成比を記載しているものは、数値を端数処理して表示しているものがあるた

め、合計数値が100％とはならない場合があります。 
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魅力ある都市機能と地域の文化を世界に発信する

まち 

 

施策 

６－１  都心にふさわしい基盤整備 

【道路・交通分野】 

６－２  地域文化をいかし未来を実現するまちづくり 

【地域整備分野】 
 

  

写真等 写真等 

基本政策 

6 

10年後の中央区の姿 

○ 歴史や文化など地域の強みや特徴をいかしながら、安全性の確保はも

とより、快適性や景観等に配慮したまち全体の魅力を高める交通環境

が形成されています。また、無電柱化やバリアフリー化が進み、都市

防災機能の強化が図られ、すべての人が安全で快適に移動できる歩行

環境が広がっています。さらに、都心部と臨海部をつなぐ公共交通が

整備されるとともに、陸上交通と水上交通との連携が図られ、区内の

回遊性が向上しています。 

○ 水辺や緑、各地域の歴史や地域特性をいかした風格のあるまちづくり

が進み、生活関連施設など区民が豊かに生活できる環境が整っていま

す。また、先端技術や高度な都市機能を取り入れたまちづくりの進展

により、世界に誇れる魅力的なまちが形成されています。 
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基本政策６ 魅力ある都市機能と地域の文化を世界に発信するまち  

施策６-１ 都心にふさわしい基盤整備 

【道路・交通分野】 

 

施策の目標 
 

○ 地域のまちづくりと連携しながら、安全性や景観、バリアフリー等に配慮した道路整備を進

め、まち全体の魅力を高めていきます。また、安全・快適な歩行環境の拡充を図るとともに、

自動車や自転車の交通環境を改善していきます。 

○ 公共交通の整備促進に加え、都内随一の水辺を活用した水上交通ネットワークを構築し、陸

上交通等との連携により回遊性を高め、交通ネットワークを向上させていきます。 

 

現状と課題 

○ まちづくりの基盤となる道路については、単なる交通空間としての整備ではなく、歴史や文

化、環境など、その地域の強みや特徴をいかした整備が求められています。そのため、安全

性の確保はもとより、景観やバリアフリー、快適性に配慮するとともに、遮熱性・低騒音舗

装などの環境にやさしい道路整備を行っていく必要があります。また、老朽化が進む橋りょ

うについては、歴史的景観や価値を遺しながら長寿命化を図っていくとともに、計画的な予

防保全型管理を着実に進めていくことが必要です。 

○ 良好な都市景観の向上や都市防災機能の強化に向け、無電柱化を推進するとともに、歩道の

新設・拡幅を進める必要があります。また、歩道の段差や勾配の改善など、道路のバリアフ

リー化をより一層推進し、街路樹や休息スペース等を整備することで、障害者や高齢者等す

べての人が安全・快適に移動できる歩行環境の拡充を図っていくことが重要です。 

○ 多数の事業者が集積する本区においては、活発な事業活動を支える物流機能の確保が大きな

課題となっています。近年のオンライン通販の広がり等に伴い端末物流需要が増加する中、

物流機能の確保の重要性はより高まっています。さらに、今後、新型コロナウイルス感染症

拡大の影響を受けて減少した観光客数の回復に伴い、大型バスの路上駐車等による交通渋滞

や路上混雑も懸念されることから、その緩和に向けた取組が求められています。加えて、身

近な交通手段として自転車の利用が拡大する中、歩行者、自転車、自動車それぞれにとって

安全で快適な通行空間の確保、放置自転車の解消や区内回遊性の向上に資するコミュニティ

サイクルのさらなる拡充等を進めていく必要があります。 

○ 本区では今後も臨海部を中心に人口増加が見込まれており、増加する交通需要への対応や公

共交通不便地域の解消のため、路線バスの拡充・再編やＢＲＴの本格運行の開始、都心部と

臨海部を結ぶ地下鉄新線の整備などが求められています。さらに、都内随一の豊かな水辺環

境を活用し、水上交通のネットワークの構築や陸上交通等との連携による回遊性の向上を図

っていくことも重要です。 

 

 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 
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現状データ 

  ▶環境にやさしい道路の整備率※の推移 

出典：中央区資料 

▶コミュニティサイクルの利用回数・ 

サイクルポート設置箇所数の推移 

出典：駅前放置自転車等の現況と対策（東京都） 

▶歩道のバリアフリー化整備率※の推移 

出典：中央区資料 

▶区内駅前放置自転車台数の推移 

出典：中央区資料 

※対象路線に対する割合 ※対象路線に対する割合 
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施策の体系 

 

施策の柱と区の主な取組 

まちなみに調和した風格のあるみちづくり 

（１）地域の魅力を高める道路の整備 
歴史や文化等の地域の強みや特徴をいかした都心の顔にふさわしい空間とするため、デザ

イン性の高い歩道や照明、街路樹などの豊かな緑により、街路環境（シンボルロード）の整

備を進めます。また、商業のまち中央区にふさわしい活気やにぎわいに満ちた道路空間を創

出するため、商業・観光振興に資するカラー舗装等の道路整備を進めます。 

（２）環境にやさしい道路の整備 
ヒートアイランド現象の緩和や交通騒音の抑制、さらには集中豪雨等による被害の軽減を

図るため、遮熱性舗装や低騒音舗装、車道透水性舗装などの環境にやさしい道路整備を推進

します。 

（３）橋りょうの長寿命化  
区が管理する道路橋のうち、約７割が建設後 50年を経過していることから、安全性の確

保と修繕コストの縮減を図るため、歴史的景観や価値の保全に配慮しながら、定期的な点検

による予防保全型の修繕を計画的に実施します。 

水上交通の活性化促進

コミュニティサイクルの拡充

基幹的交通システムの導入促進

公共交通の整備促進 コミュニティバスの利便性向上

都心にふさわしい基盤整備

自転車通行環境の整備

交通環境の改善

放置自転車対策の推進

総合的な駐車対策の推進

電線共同溝の整備

快適な歩行環境の拡充

人にやさしい歩行環境の整備

橋りょうの整備

施策 施策の柱 区の主な取組

地域の魅力を高める道路の整備

環境にやさしい道路の整備

まちなみに調和した風格のあるみちづ

くり
橋りょうの長寿命化
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（４）橋りょうの整備 
災害時における緊急輸送道路や区民等の避難路の安全性を確保するため、橋りょうの計画

的な架替えを着実に進めます。また、歩道の混雑緩和や歩行空間のネットワーク化を図るた

め、再開発等の機会を捉えながら橋りょうの新設を進めます。 

 

 

快適な歩行環境の拡充 

（５）電線共同溝の整備  
良好な都市景観の形成や都市防災機能の強化を図るため、電線類を収納する電線共同溝の

整備を行い、無電柱化を推進します。 

（６）人にやさしい歩行環境の整備 
障害者や高齢者など誰もが安全かつ快適に移動できるよう、歩道の拡幅や段差解消等を行

い、道路空間のバリアフリー化を推進します。 

 

 

交通環境の改善 

（７）総合的な駐車対策の推進 
ターミナル駅周辺や商業集積地における大型バス、荷捌き車両の路上駐車による交通渋滞

および路上混雑を抑制するとともに、効率的な物流機能を確保するため、再開発事業等の機

会を捉え、大型バス乗降所および荷捌き駐車スペースの整備を促進します。また、銀座地

区、東京駅前地区等においては、各地区が抱える課題に対応し、それぞれのまちづくりにふ

さわしい交通環境を確保するため、駐車場地域ルールの適切な運用を図っていきます。 

（８）自転車通行環境の整備 
歩行者、自転車、自動車がともに安全で安心して通行できる快適な道路空間の創出に向け

て、自転車活用を一層推進するとともに、国や都、交通管理者と連携しながら、自転車通行

空間の整備を進めます。併せて、自転車利用のルールの周知やマナーの向上を図ります。 

（９）放置自転車対策の推進 
駅周辺における歩行者の通行の妨げやまちの景観を損ねる放置自転車をなくすため、広幅

員の歩道上の利用や再開発事業等の機会をとらえ、駐輪場の整備を促進します。また、駐輪

場の整備が進んだ駅周辺を中心に放置自転車禁止区域の指定を行い、撤去活動の強化を図り

ます。 

（10）コミュニティサイクルの拡充 
環境にやさしい交通手段である自転車の利用を促進するため、コミュニティサイクルに関

する情報発信を行います。また、利便性の向上を図るため、サイクルポートを拡大するとと

もに、相互乗入区と連携して広域相互利用を推進します。 
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公共交通の整備促進 

（11）基幹的交通システムの導入促進 
都と緊密に連携を図りながら、ＢＲＴの本格運行の開始および銀座・東京駅方面への運行

の実現に向けて取り組んでいきます。また、都心部と臨海部を結ぶ地下鉄新線の早期事業化

に向けて、地域と一体となり機運の醸成を図りながら、関係自治体と連携し、国や都に働き

かけていきます。 

晴海地区で整備が進められているマルチモビリティステーションについては、多様な公共

交通の乗り継ぎができ、誰もが利用しやすい交通結節機能を備えた施設となるよう、都や関

係機関と連携を図っていきます。 

（12）コミュニティバスの機能性向上 
公共交通不便エリアの解消と公共施設へのアクセス改善のため、江戸バスとＢＲＴ、既存

公共交通との乗り継ぎの利便性向上を図るとともに、晴海地区のまちづくりによる交通需要

の増加に対応できるようルートの見直しを行います。また、技術開発の動向を見極めなが

ら、環境に配慮した車両の導入を検討していきます。 

（13）水上交通の活性化促進 
隅田川や日本橋川、朝潮運河など、都内随一の水辺空間を有する本区において、船が観光

資源としてだけでなく、区民の身近な交通手段としても利用されることを目指し、都や舟運

事業者と連携しながら、新たな舟運を整備するとともに、陸上交通とのアクセスの向上を図

ります。また、水辺空間の有効活用と活性化を推進するため、再開発事業等の機会を捉え、

官民連携による水辺のにぎわい拠点施設の整備を促進します。 
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基本政策６ 魅力ある都市機能と地域の文化を世界に発信するまち 

施策６-２ 地域文化をいかし未来を実現するまちづくり 

【地域整備分野】 

 

施策の目標 

 

○ 地域特性を踏まえた業務拠点・観光拠点やその拠点を支援する複合市街地、水辺などの自然

環境をいかした良質な都心生活地を形成していきます。 

○ 有形・無形の歴史的遺産を活用した国際都市東京の中心にふさわしい魅力的な都市機能と景

観が融合した、風格あるまちを形成していきます。 

 

現状と課題 

○ 本区では、平成５（1993）年７月、地区の特性にふさわしい良好な市街地環境を形成してい

くため、個別建物の建替えなどに対するルールとして地区計画を導入しました。同計画の導

入から 20 年以上が経過する中で、導入当初の目的の一つである定住人口の回復が達成され

たことから、令和元（2019）年７月に、定住型住宅に対する容積率を緩和する「用途別容積

型地区計画」を廃止しました。今後は、安全性と快適性の増進や統一的な街並みに資する建

替えに対し容積率等を緩和する「街並み誘導型地区計画」に加えて、適切な土地の高度利用

を図るために新しく定めた「高度利用型地区計画」を運用し、より良い都心居住に向けた生

活環境の充実や国内外の旅行者等来街者に対応した、快適性とにぎわいを創出するまちづく

りを進める必要があります。 

○ 昭和 60（1985）年６月に「中央区市街地開発事業指導要綱」を制定し、一定敷地面積以上の

開発事業を対象に防災対策や環境対策の充実などを開発事業者に求め、良好な住環境に寄与

するまちづくりを推進してきました。今後も社会状況の変化等に応じた適切なまちづくりへ

の協力を求めていく必要があります。 

○ 本区は、長い歴史と伝統に加え、時代の先進技術を取り入れ日本の文化・商業・情報の中心

地として常ににぎわいとともに発展してきました。今後も日本をけん引する都市として活気

やにぎわいを継承・発展させていくために、東京駅前や日本橋川沿い、銀座、築地、晴海等

において地域特性をいかし、新しい文化と都市機能を取り入れながら魅力的な景観を形成し

た風格あるまちづくりを進めていくことが求められています。 

  

ＳＤＧｓのゴールとの関係 
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現状データ 

  

出典：中央区資料 

▶再開発事業等の竣工予定累計数の推移 

▶市街地開発事業指導要綱による事前申出書届出件数の推移 

出典：中央区資料 

▶再開発事業等竣工件数累計数の推移 

出典：中央区資料 
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施策の体系 

 
※１ 施策№５－１（４） 銀座と築地をつなぐ新たなアメニティ空間の創出 に記載 

 

施策の柱と区の主な取組 

地域の個性をいかした良好なまちづくり 

（１）協議型まちづくりの推進 
中央区まちづくり基本条例（平成 22（2010）年条例第 16号）や中央区市街地開発事業指

導要綱に基づき、近隣住民等に対し協議や説明を行う協議型のまちづくりを推進していきま

す。また、人口動向や脱炭素をはじめとする環境動向などの社会情勢の変化を踏まえ、関連

条例や要綱の見直しを図りながら、活力ある地域社会の健全な発展および生活環境の向上な

らびに快適な都心居住のまちづくりの実現に向けて取り組んでいきます。 

（２）地区計画による良好なまちづくり 
良好な地区環境の形成のための地区施設（歩行者用通路・広場等）、建築物の整備、土地

利用等を一体的かつ総合的に規制・誘導することで良好なまちづくりを推進します。また、

生活関連施設、商業施設等のより良い都心居住に寄与する施設や、国際化や国内外の旅行者

等の来街者に対応する良質で地域のにぎわいに寄与する宿泊施設等を誘導していきます。 

 

 

 

 

 

 

地域の価値を高める地元主導のまちづ

くりの推進

施策 施策の柱 区の主な取組

協議型まちづくりの推進

住み続け働き続けられるまちづくり

地区計画による良好なまちづくり

地域の個性をいかした良好なまちづく

り
再開発事業等の推進

地域文化をいかし未来を実現するまち

づくり
東京の表玄関八重洲の顔づくり

日本橋川の再生と景観整備

（銀座と築地をつなぐ新たなアメニ

ティ空間の創出）*¹

銀座の魅力の向上

世界に発信する魅力的なまちづくり

築地の活気とにぎわいづくり

晴海の持続可能な発展型まちづくりの

推進
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（３）再開発事業等の推進 
市街地再開発事業等の制度を活用しながら、個別建替えでは困難な地域貢献施設やコミュ

ニティ空間の整備、水辺環境の活性化、歴史的建物の保存を通じた地域文化の承継等によ

り、経済活性化にも資する新たなにぎわいの創出を図るとともに、ゼロカーボンを推進する

ため、建物のＺＥＢ化・ＺＥＨ化を促進していきます。また、各地区のまちづくりガイドラ

インやまちづくりビジョンに掲げる将来像の実現に向け、地域住民と意見交換を重ねながら

地域課題の改善を図るなど、良好なまちづくりの推進に取り組んでいきます。 

（４）住み続け働き続けられるまちづくり 
再開発事業や個別の建替え事業において工事期間中の仮住宅・仮店舗を提供していきま

す。また、再開発事業では、事業完了後も引き続き居住・営業継続が図れるよう支援を進め

ていきます。 

（５）地域の価値を高める地元主導のまちづくりの推進 
地域に存在する公開空地等のコミュニティ空間を活用したにぎわいづくりや都市再生推進

法人制度の活用を通じた自主的な取組の推進など、地元の住民や企業などの参画により地域

の個性をいかして価値を高めていくまちづくりを推進します。また、再開発事業等では、事

業完了後にも地域全体を継続的かつ発展的に高める取組が進められていくよう、働きかけて

いきます。 

 

 

世界に発信する魅力的なまちづくり 

（６）東京の表玄関八重洲の顔づくり 
東京駅前にふさわしい風格ある都市景観の形成、バスターミナルの整備、歩行空間の快適

性向上や地下街を含めた交通ネットワークの充実・強化に加え、国際観光都市として魅力的

な商業・文化・観光機能等を集積することにより、日本橋・銀座地区とのにぎわいの連続性

を確保し、安全で快適な回遊性の高い国際都市東京の玄関口を形成していきます。 

東京駅前地区の歩行者ネットワークの強化に向けては、にぎわい創出につながる道路の利

活用や、社会実験を含めた整備手順等を検討する地元組織への支援を進めていきます。 

（７）日本橋川の再生と景観整備 
地元のまちづくり組織とともに日本橋上空の首都高速道路の地下化や日本橋川の再生に向

け、国や都等の関係機関と緊密な連携を図っていきます。また、日本橋川沿いの再開発事業

などに対し支援等を行い、日本橋を中心に伝統や文化が息づき、水辺空間を存分にいかした

魅力あるまちづくりを推進していきます。 

（８）銀座の魅力の向上 
地元組織である銀座デザイン協議会等と連携して、観光客の受入環境の充実に向けて取り

組むとともに、周辺地域との歩行者ネットワークや緑の連続性にも配慮しながら、良好な街

並みの維持・継承、活気とにぎわいのある魅力あふれるまちづくりを推進します。 

（９）築地の活気とにぎわいづくり 
築地魚河岸や築地場外市場を中心に、住み・働く方々と連携し、活気とにぎわいを継承・

発展させていきます。また、築地市場の跡地については、築地場外市場などの地域資源との

連携・調和が図られ、周辺とのつながりに配慮したまちづくりが迅速に進められるよう、都

や開発事業者と調整を行っていきます。 
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（10）晴海の持続可能な発展型まちづくりの推進 
東京 2020大会のレガシーをいかし、新たなライフスタイルや快適な都心居住空間の創出

等に取り組みながら、平成 26（2014）年 12月に策定した晴海地区将来ビジョンで掲げる将

来像｢世界をリードする先端技術をいかし、知的創造を育む居住・滞在・憩い空間｣の実現を

目指していきます。また、東京 2020大会選手村の再整備により人口増加が見込まれること

から、新旧コミュニティの協働による持続可能な発展型まちづくりの実現に向け、先進的な

晴海版プロアクティブ・コミュニティの検討に取り組んでいきます。 

（11）銀座と築地をつなぐ新たなアメニティ空間の創出 

建設後 50年以上が経過し、老朽化が進む首都高速道路都心環状線の築地川区間の更新に

合わせて、沿道のまちづくりの機会等を捉えながら、掘割部の上部空間の活用を図ります。

そこでは、銀座と築地のまちをつなぐ緑豊かで自然を感じ 


